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図-1 日本の輸出における輸送手段シェア（金額ベース）
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図-2 日本の輸入における輸送手段シェア（金額ベース）

１．はじめに 
 
国際物流市場においては，海運や航空を利用した多様

なサービスが提供されるようになってきた．かつては海

運と航空の間には輸送時間と運賃において決定的な差が

存在していたため，代替性はほとんどないような状況で

あったが，最近は同じ荷主の同じ商品であっても，ケー

スバイケースで双方の輸送手段が選択されることが多く

なっている．本研究では，荷主の海運と航空の輸送手段

選択に与える要因を考察した上で，従来の輸送手段選択

モデルや輸送経路選択モデルを概観し，それらが海運と

航空の間の輸送手段選択に適用可能かどうかを検討する．

さらに，海運と航空を考慮した国際物流モデルの提案を

行う． 
 
２．現状の輸送手段シェアと輸送サービス 
 
重量ベースで日本の貿易を見ると，輸出入ともに航空

の占めるシェアは 1%に満たないが，金額ベースでは様

相が異なる．日本の輸出入における金額ベースでの輸送

手段のシェアを図-1,2 に示す．輸出入とも，航空のシェ

アは約 30%である．輸出においては，コンテナ船がシェ

アを低下させる傾向にある一方で，航空がシェアを上昇

させている．コンテナ船は 1990 年代前半には 50%以上

のシェアを占めていたが，その一部を航空に奪われたも

のと推察される．輸入においては，昨今の資源価格上昇

の影響を受け，コンテナ船，航空ともにシェアを低下さ

せており，両者の差はここ数年 10%弱である．貿易総額

が増加しているため，輸送額はコンテナ船，航空ともに

増加させている． 
フォワーダーへのヒアリング調査等から得られた，輸

送手段別の運賃指数および所要日数を表-1 に示す．ここ

で運賃指数は，仕向地ごとに航空輸送による最も運賃の

高いサービス（航空最上級）の運賃を 100 とした場合の

相対的な数値で表現している．欧米向けでは，航空最上

級と FCL コンテナ輸送とで 4～6 倍，マレーシア向けで

は約 30 倍の運賃の差がある．運賃と輸送時間は荷主の最

も関心の高い要因であり，これらの継続的な把握が必要

である． 
 
３．国際物流における輸送手段選択モデル 
 
従来，物流の輸送手段選択に適用されてきたモデルに

は，ロジットモデルやプロビットモデルに代表される確

率論的モデルと犠牲量モデルに代表される確定論的モデ

ルがある．いずれのモデルにおいても，各荷主が運賃や

輸送時間，その他特殊要因等を考慮した輸送の一般化費

用を最小化するものとして定式化されることが多い．こ

の考え方自体は否定されるものではないが，適用のため
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表-1 輸送手段別運賃指数および所要日数 

   輸送手段 航空最上級 航空廉価 コンテナ船LCL コンテナ船FCL 
仕向地 運賃指数 所要日数 運賃指数 所要日数 運賃指数 所要日数 運賃指数 所要日数

シカゴ 100 1 70 2 30 13 25 13 
フランクフルト 100 2 54 3 25 28 15 28 
コペンハーゲン 100 2 62 3 28 29 21 29 
マレーシア 100 1 90 2 6 15 3 15 
出典：2005 年から 2006 年にかけての大手フォワダーへのヒアリング調査による． 

の詳細なデータが得られないことが多く，結果的に精度

の高いモデル開発が困難となっている． 
岡本1)，花岡ら2)，黒田ら3)，上野ら4)，竹林ら5)は主に

全国輸出入コンテナ貨物流動調査等のデータを用いて，

荷主の輸送経路選択モデルを構築し適用している．いず

れも対象は国際海上コンテナ貨物であり，海運と航空と

の選択は考慮していないが，モデル中の一般化費用の表

現や効用関数は，どのような輸送手段にも適用可能な形

式となっており，海運と航空の選択モデルにも拡張可能

である．しかしながら，精度の向上は依然として課題と

して残っている． 
物流における輸送手段選択を予測する場合，相対的に

データが少ない場合には確率論的モデルを利用せざるを

得ず，相対的にデータが多い場合には確定論的モデルを

利用すべきである．物流は経済活動の一部であり，そこ

に大きな無駄を抱える企業は淘汰されるため，大半の物

流活動は合理的に行われている．個別企業の個別商品の

輸送においては，それぞれ一定期間に渡って同じ輸送手

段が利用されているなど，個々の輸送は確定的に輸送手

段が決められている．これは国土交通省東北地方整備局
6,7)の調査結果から推察可能である． 
宮下8,9)は各製品のプロダクトサイクルの段階に応じて

製品の輸送手段が異なることを，海外直接投資によって

最終組み立て拠点を海外に設立する場合を例に挙げて示

している．海外に進出する企業は，まず①販売拠点を作

るための直接投資を開始し，次に②現地への技術移転と

生産業務のマニュアル化を達成した後に，③現地生産の

ための直接投資へと移行する．①の段階では輸送量が少

なく，迅速性が要求されるため，航空が利用される一方

で，海運はほとんど利用されない．②の段階になり現地

生産が軌道に乗り始めると，運賃の高い航空を利用して

まで迅速な輸送を行う必要性が低くなり，コンテナ船の

利用が増加する．更に③の段階になり，より合理的生産

が実施されるようになると，商品を組み立てる部品や付

属品の多様な組み替えを伴った標準化品の差別化が実施

される．この段階においては航空の利用が減少する一方

でコンテナ船の利用が増加する．これらの段階を経て，

プロダクトサイクルの最終段階になると，この製品に関

する貿易がなくなることとなる． 

プロダクトサイクルの段階ごとに，製品の価格はそれ

ほど大きく異なるわけではないにもかかわらず，輸送手

段が異なることは重要な視点である．同じような製品で

あっても，小ロットで迅速性が要求される場合と，大ロ

ットで安定供給されれば十分である場合とで，利用され

る輸送手段が異なる．この視点は先に挙げた従来の輸送

経路選択モデルでは考慮されていないものであり，今後

は貿易されている品目ごと，相手国ごとに，プロダクト

サイクルを把握し，考慮することが可能なモデル開発が

求められる． 
 

４．多地域応用一般均衡体系によるモデル化 
 
筆者はこれまで海運業の行動を考慮した多地域応用一

般均衡モデルを開発してきた．それらを改良し，複数輸

送手段を考慮したモデルを以下に提案する． 
 
（１）仮定 
 本研究では，輸送業も含めた各産業の生産関数および

家計の効用関数として，各財の価格変化による投入構造

変化を比較的簡単な手法で考慮可能な一次同次

Cobb-Douglas 型関数を採用する．一般的に，生産関数に

おいては生産要素投入の代替のみを考え，中間投入財間

の代替は考慮しないが，本研究では主に輸送業の生産構

造変化を通した財価格の変化の影響分析も行えるモデル

を構築するため，中間投入財間の代替も考慮している．

生産関数を式(1)に示す．生産者は利潤最大化行動を行い，

家計は所得制約下の効用最大化行動を行うものとする． 
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α ：分配パラメータ 



 財の輸送主体として，国際海運と国際航空と各国内の

国内輸送業を考慮する．国際輸送はすべて国際海運と国

際航空が行い，国内輸送はすべて各国の国内輸送業が行

うものとする．国際海運と国際航空は各国の資本と労働

を固定的に利用して輸送サービス生産を行い，資本のレ

ントと労働の賃金はそれらの帰属国の比率に応じて各国

に移転される．  
 その他，以下の仮定を置く． 
・ 資本と労働の国際移動は考えない．労働は産業間を

自由に移動できるが，資本は産業間の移動もできな

い． 
・ 政府は法人税，所得税，間接税を徴収し，それを財

源として政府支出を行う．政府も家計と同様に効用

最大化行動を行うものとし，効用関数形は

Cobb-Douglas 型とする． 
・ 法人税率および所得税率は各国において外生的に与

えられる．間接税額は各国各産業において外生的に

与えられる． 
・ 最終需要項目としては家計消費支出，政府支出，固

定資本形成を考慮する． 
・ 同一財でも生産地が異なれば別の財と見なす． 
・ ROW 産財の生産者価格は一定とする． 
・ 各国産各財のROW への輸出量は一定とする． 
 
（２）均衡体系 
各輸送業は与えられた輸送需要に対して輸送サービス

を供給する際に費用最小化行動を行い，結果として運賃

が決定されるものとすると，他の産業と同様の定式化が

可能となる．輸送業，生産者，消費者の行動を定式化す

ることにより，以下の均衡体系が導かれる． 
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（国際海運） 
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（国際航空） 
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（国内輸送） 
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s
jX ：s 国 j 産業の生産量 

ToX ：国際海運サービス生産量 

TaX ：国際航空サービス生産量 
s
TcX ：国内輸送サービス生産量 

rs
ijx ：s 国 j 産業の r 国産 i 財の投入量 
s
jK ：s 国 j 産業の資本投入量 

s
jL ：s 国 j 産業の労働投入量 

s
jp ：s 国産 j 財の生産者価格 
rs
ijc ：s 国 j 産業における r 国産 i 財の投入に要する輸送

費 

Top ：国際海運の単位重量距離あたり運賃 

Tap ：国際航空の単位重量距離あたり運賃 
s
Tcp ：国内輸送の単位重量距離あたり運賃 
s
jρ ：s 国 j 産業の資本の賃貸料 
sω ：s 国の労働者の賃金 



rs
iky ：r 国産 i 財の s 国最終需要項目 k の消費量 ５．まとめ 

 s
kW ：s 国最終需要項目 k の消費可能額 

本研究では，従来の輸送経路選択モデルを海運と航空

の輸送手段選択に応用する場合の問題点を示した上で，

多地域応用一般均衡モデルによる海運と航空の輸送手段

分担の考え方を整理した．しかし，現段階では複数輸送

手段の代替性を考慮するまでには至っていないため，今

後引き続きモデルの改良を進める． 

（k＝ １：家計消費支出，２：政府消費支出， 
  ３：固定資本形成） 

s
Kτ ：資本所得に対する税率（法人税） 
s
Lτ ：賃金に対する税率（所得税） 

s
jIT ：s 国 j 産業に対する間接税額 
sσ ：s 国の家計の貯蓄率  
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